
■直接実施 ■委託・請負 □補助 □ 負担 □交付 □ 貸付 □ その他
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(      　       ) (      　       ) （　―　）
・「歴史文化基本構想」普及促進事業（平成23年度～） 活動実績

（当初見込み）

―

(        600        ) (        600        )

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

446

―
・美術工芸品に関する防災・防犯施設整備等の推進
　　（平成２１年度から３カ年の計画で文化財の形状、材質及び保存
環境に応じ、適切な防災、防火、防犯設備及び保存    （活用）施設
の設計及び管理の指針を定めることとしているため、年度ごとの活
動指標を定めることは困難である。）

活動実績
（当初見込み）

(        579        )

(                   ) (                   )

292

(        600        )
件

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内

訳

文化芸術振興委託費 75 百万円 

128 百万円 ※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計は一致しない

79 百万円 

45 百万円 39 百万円 

計 130 百万円 

庁費

委員等旅費 4 百万円 5 百万円 

職員旅費 3 百万円 4 百万円 

24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

・無形文化財「わざ」の理解促進事業
１５，９５５，０２６（円／本）

諸謝金 2 百万円 2 百万円 

活動実績
（当初見込み）

（　―　）
団体

― ―

(                   )

―

(                )

費　目

363

単位当たり
コスト

・「歴史文化基本構想」普及促進事業
６３４，９００（円／「歴史文化基本構想」策定検討市町
村）

算出根拠
６，３４９，０００円／１０「歴史文化基本構想」策定検討市町村

・重要文化財（建造物）所有者診断支援事業
                         （20,000円／件）

算出根拠
委託事業費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,840,000円／　292件

・重要文化財（建造物）所有者診断支援事業
　　所有者診断実施件数（件）

算出根拠
記録映画の製作費
                                          63,820,107円／4本

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

1
・無形文化財「わざ」の理解促進事業
　　記録映画の作成本数

活動実績

（当初見込
み）

本

本事業は、文化財の保護対策を検討し、文化財の活用及
び次世代への確実な継承を目的としている。次世代への継
承という長期的視点に立って事業を実施することから、成果
がすぐに現れないため、定量的な成果指標を設定すること
は困難であるが、各事業とも文化財の保存・活用に寄与し
ている。

成果実績

％

23年度

（　　　　5　　　　） （　　　　5　　　　）

達成度

（　　　　１　　　　） （　　　　5　　　　）

5 4

目標値
（　　年度）

22年度21年度

補正予算 -

執行率（％） 93.3%

-

87.9%

単位

222 297

93.9%

執行額 207

139

予
算
の
状
況

当初予算

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

261

計

成果指標

- -

128

-

130

222 297

-

ⅩⅢ-2　文化財の保存及び活用の充実

文化芸術の振興に関する基本的な方針（第3次基本方針）
（平成23年2月8日閣議決定）
文化審議会文化財分科会企画調査会報告書（平成19年10月）

23年度

139 130 128

- -

実施方法

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・無形文化財「わざ」の理解促進事業
　重要無形文化財に指定されている「わざ」の記録映画等を作成して、後生に保存・伝承していくとともに我が国の無形文化財への理解促進を図る。
・「歴史文化基本構想」普及促進事業
　全国の市町村が地域の文化財を総合的に保存・活用するための基本的な方針である「歴史文化基本構想（仮称）」を策定するための支援を行い、その普及促
進を図る。
・美術工芸品に関する防災・防犯施設整備等の推進
　重要文化財（美術工芸品）の防災施設及び保存（活用）施設に関するデータベース作成さらに重要文化財（美術工芸品）保存（活用）施設の保存環境の変化に
関するデータ収集を実施する。
・東北地方太平洋沖地震被災文化財等救援事業
　震災による直接の被災や、被災地各県内の個人及び博物館・美術館・資料館等の保存施設・展示施設の倒壊又は倒壊等の恐れ等により緊急に保全措置を必
要とする
  文化財等の被災状況調査及び応急措置に際して、専門家を派遣し専門的・技術的指導を行う。
・重要無形文化財（建造物）所有者診断支援事業
　専門家による重要文化財（建造物）の簡易な耐震診断（所有者診断）を実施して、補強方策等について呈示する。

25年度要求24年度21年度 22年度

予算額・
執行額

（単位:百万円）

130

文化庁 作成責任者事業名 文化財保護対策の検討等 担当部局庁

繰越し等

施策名

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
文化財保護法 第1条

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

文化財は建造物、美術工芸品、史跡・名称・天然記念物、無形文化財、民俗文化財など多岐にわたり、それぞれの類型ごとに適切な保護を行う
必要がある。一方で、各地域においては、文化財の類型を越えて総合的に活用することが求められている。本事業では、文化財の保護対策等を
検討することにより、文化財の活用を図るとともに、文化財を次世代へ確実に継承することを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度 昭和46年度 担当課室

文化財部伝統文化課
文化財部美術学芸課
文化財部記念物課
文化財部参事官(建造物担当)

事業番号 0414
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

伝統文化課長　　　　湊屋　治夫
美術学芸課長　　　　江﨑　典宏
記念物課長　　　　　矢野　和彦
参事官(建造物担当)　村田　健一

一般会計

関係する計画、
通知等

会計区分



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

縮
減

関連する過去のレビューシートの事業番号

文化芸術の振興に関する基本的な方針（第3次基本方針）（平成23年2月8日閣議決定）
http://www.bunka.go.jp/bunka_gyousei/housin/kihon_housin_3ji.html

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

平成24年度新規の事業については、今後の事業実施の状況を踏まえつつ、事業の更なる効率的、効果的な実施に努める。
また、本事業の実施に当たっては、企画競争を実施するなどして、競争性・公平性・透明性を確保しつつ、効果的・効率的な実施を
図っているところであるが、平成２３年度の執行実績を踏まえ、会場借料の積算単価見直し等を行い、概算要求に▲７百万円反映し
た。

○

○

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

毎年度開催している研修会において、「歴史文化基本構
想」の策定事例の紹介を行うなど、成果物の十分な普及
に努めている。また、美術工芸品に関する防災・防犯施設
整備や重要文化財（建造物）の所有者診断等を実施する
ことにより文化財の保存・活用を図っている。

－

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

予算監視・効率化チームの所見

点
検
結
果

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

企画競争等を行うなどして、競争性を確保するとともに、
必要な費目・使途に限って適切に執行している。

単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

受益者との負担関係は妥当であるか。

0471

　本事業においては文化財の保護対策等を検討し、文化財の活用を図るとともに、文化財を次世代へ確実に継承することを目的としており、
無形文化財「わざ」の理解促進事業、「歴史文化基本構想」普及促進事業、美術工芸品に関する防災・防犯施設整備等の推進、重要文化財
（建造物）所有者診断支援事業を実施することで、わざの記録映画の製作、各自治体における歴史文化基本構想の策定、美術工芸品の防
犯・防災等における検討や、所有者による耐震診断等、次代への確実な継承へ向けて成果をあげている。
　執行にあたっては、契約の競争性・公平性・透明性を確保するともに、より効率化に努める。

一
部
改
善

１．事業評価の観点：本事業は、文化財の活用・次世代への継承を目的に、重要無形文化財の映像記録（デジタルデータ）の作成・配
布や重要文化財（建造物）の所有者による耐震診断支援等を実施するものであり、予算執行状況の観点から検証を行った。（「美術工
芸品に関する防災・防犯施設整備等の推進」については、行政事業レビューの指摘を踏まえ、平成２３年度をもって廃止）
２．所　　　　　見：本事業は行政事業レビューの指摘等を踏まえ、防犯・防災等における方策の検討について平成２４年度当初予算等
において一部反映しているところであるが、直近の知見等を踏まえた更なる見直しも検討すべきである。一方で、活動実績の低調なメ
ニューについては積算を再検証するなど、コスト縮減に努めるべきである。

○

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

事業所管部局による点検

評 価

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。 文化財の保護や貴重な歴史資産を後世に継承することは
重要であり、「歴史文化基本構想」普及促進事業について
は、「歴史文化基本構想」を策定する主体は市町村であっ
ても、策定方法等に関する技術的指導・助言や策定事例
の紹介等、国による支援が不可欠である。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

項　　　目 評価に関する説明

0391



※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計は一致しない

　

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単位：
百万円）

※平成23年度実績を記入

【公募・請負】

A.
株式会社

全４社

64百万円

工芸技術記録映画

「紬織－佐々木苑子のわざ－」

「土佐典具帖紙－濱田幸雄のわざ－」

「友禅－森口邦彦のわざ－」

「献上博多織－小川規三郎のわざ－」

「本美濃紙」

の製作業務を行う

無形文化財「わざ」の理解促進事業

重要無形文化財に指定されてい
る「わざ」の記録映画等を作成し
て、後世に保存・伝承していくとと
もに我が国の無形文化財への理
解促進を図る。

【随意契約・請負】

B.
株式会社

全２社

３百万円

工芸技術記録映画

「彫金－鹿島一谷のわざ－」、

「蒔絵－寺井直次の卵殻のわざ－」

「色鍋島」

「蒔絵－大場松魚の平文のわざ－」

既に製作された工芸技術記録映
画のデジタル化及び英語版を製
造する。

【公募・委託】

Ｆ.
（株）丹青研究所

６百万円

網羅的に現状の詳細な把握を行い、課題
を析出したうえで、適切な防災施設、保存
（活用）施設の設計及び管理の指針を構
築する。

【公募・請負】

C.
公益財団法人日本伝

統文化振興財団

10百万円

文化庁所有の映像資料の
 内容確認、リスト化・デジタル化
を行う。

文化庁

１３１百万円 委員等旅費 ２．４百万円

諸謝金 １．３百万円
職員旅費 １．２百万

庁費

を含む。

上記費目は消耗品等、一件１百万円以上のものはない。

７．２百円

美術工芸品に関する防災・

防犯施設整備等の推進
東北地方太平洋沖地震被災文化財等
救援事業

文化財を次世代に確実に継承するために、
国宝・重要文化財等の防災施設の現況調
査を実施し、防災対策を検討する。

昭和３０年～５０年頃までに文化
庁（文化財保護委員会）で作成し
た重要無形文化財保持者等によ
る芸能記録を、デジタル化する。

【公募・委託】

Ｇ.
東北地方太平洋沖地震被災文化財等救

援委員会

２９百万円

被災状況調査、応急措置及び復旧に際
しての、専門的・技術的指導を行うため
の専門家の派遣を行う。

震災による直接の被災や、被災地各県内の
個人及び博物館・美術館・資料館等の保存
施設・展示施設の倒壊又は倒壊等の恐れ等
により緊急に保全措置を必要とする文化財
等の被災状況調査及び応急措置に際して、
専門家を派遣し専門的・技術的指導を行う。

「歴史文化基本構想」普及促進事業

全国の市町村が地域の文化財を総合的に保存・活用するための基本
的な方針である「歴史文化基本構想」を策定するための支援を行い、
その普及促進を図る。

【随意契約・請負】【随意契約・請負】

Ｄ.
（株）文化財保存計画協会

１百万円

Ｅ.
株式会社等

全６機関

0.5百万円

※庁費等執行分

地方公共団体担当者向け
「歴史文化基本構想」研
修会の運営を行う。

地方公共団体が「歴史文化基本構想」を策定
する際の参考となるよう、「歴史文化基本構
想」策定技術指針の解説や事例紹介を中心
とした策定ハンドブック作成のための資料整
理業務を行う。

※庁費等執行分※庁費等執行分

※庁費等執行分
※庁費等執行分

重要文化財（建造物）

所有者診断支援事業

【随意契約・請負】

H.
調査員（２６名）

６百万円

専門家による簡易な耐震診断（所有者
診断）を実施して、耐性性能向上のため
の方策を呈示。

専門家による重要文化財（建造物）の簡
易な耐震診断（所有者診断）を実施して、
耐震対策の基礎資料となる診断書を作成
し、より高度な耐震診断や耐震補強の必
要性の有無及び緊急度について呈示す
る。



製作、演出、撮影、照明等

撮影機材、照明機材、録音機材等

その他 字幕作成費、録音費、監修費等

人件費

機材関係費

製作管理費

フィルム関係費

役務 DVD、リーフレット作成等 1

計 1計 1

重要文化財（建造物）の簡易耐震診断 1

D.（株）文化財保存計画協会 H.（社）山梨県建築士会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 資料整理、データ化 1 役務

17

※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げ
と合計は一致しない

計 10 計

事業費 専門家派遣旅費 15

人件費及び事業費の10％ 2一般管理費

1

C.公益財団法人日本伝統文化振興財団 G.東北地方太平洋沖地震被災文化財等救援委員会

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 資料整理、データ化役務
媒体の状態確認、リスト化・デジタル
化

10

計 1

使　途
金　額

(百万円）

6

費　目

計

B.（株）桜映画社 F.（株）丹青研究所

費　目 使　途

旅費、消耗品費、通信運搬費等 1その他

017 計計

5

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

0.4

E.独立行政法人国立大学財務・経営センター

使　途

その他 会場借料等

Ａ.（株）ＲＫＢ映画社

2

3

3

費　目 使　途

8

費　目

人件費 研究員

フィルム、特殊技術等

1

費目・使途
（「資金の流
れ」において
ブロックごとに
最大の金額
が支出されて
いる者につい
て記載する。
費目と使途の
双方で実情
が分かるよう
に記載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

E.

F.

G.

業　務　概　要 入札者数
支　出　額
（百万円）

落札率

1 （株）丹青研究所
美術工芸品の現状の詳細な把握を行い、適切な防災施設、保存施設の設計及び管理の指針を
構築 6 企画競争 ―

支　出　先

随意契約 ―1 独立行政法人　国立大学財務・経営センター 「歴史文化基本構想」研修会の会場貸出し 0.4

入札者数 落札率業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

支　出　先

落札率

随意契約 ―1 （株）文化財保存計画協会「歴史文化基本構想」策定ハンドブック作成のための資料整理業務（データ化 1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

企画競争 ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

支　出　額
（百万円）

11

3 （株）日経映像 工芸技術記録映画「蒔絵－大場松魚の平文のわざ－」のデジタル化

4 （株）日経映像 工芸技術記録映画「蒔絵－寺井直次の卵殻のわざ－」のデジタル化 1 ―

―

―

―

1 （財）日本伝統文化振興財団 重要無形文化財保持者等の芸能記録のデジタル化 10

工芸技術記録映画「色鍋島」のデジタル化

企画競争

―

支　出　先 業　務　概　要

4 （株）毎日映画社 工芸技術記録映画「本美濃紙」の製作 15

5 （株）桜映画社 工芸技術記録映画「土佐典具帖紙－濱田幸雄のわざ－」の製作 1

企画競争 ―

企画競争

―

企画競争 ―

3 （株）桜映画社 工芸技術記録映画「紬織－佐々木苑子のわざ－」の製作 15

2 （株）日経映像 工芸技術記録映画「友禅－森口邦彦のわざ－」の製作 16

1 （株）ＲＫＢ映画社 工芸技術記録映画「献上博多織－小川規三郎のわざ－」の製作 17 企画競争

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

随意契約

2 （株）日経映像 工芸技術記録映画「彫金－鹿島一谷のわざ－」のデジタル化 1

―

入札者数 落札率

（株）桜映画社

随意契約

1

随意契約

随意契約

入札者数

落札率入札者数

1
東北地方太平洋沖地震被災文
化財等救援委員会

被災状況調査、応急措置及び復旧に際しての、専門的・技術的指導を行うための専門家の派遣を行
う。（委託期間：平成23年8月1日～10月31日）

2
東北地方太平洋沖地震被災文
化財等救援委員会

被災状況調査、応急措置及び復旧に際しての、専門的・技術的指導を行うための専門家の派遣を行
う。（委託期間：平成23年11月1日～平成24年3月31日） 12 ―

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

―

落札率

企画競争

17 企画競争



H.

随意契約 －1 （社）山梨県建築士会 重要文化財（建造物）の簡易耐震診断 0.8

－

－

支 出　額
（百万円）

入札者数 落札率

9 札幌市立大学 重要文化財（建造物）の簡易耐震診断

10

随意契約 －

0.1

随意契約 －

随意契約 －

0.2 随意契約

随意契約重要文化財（建造物）の簡易耐震診断（株）三省設計事務所　ほか３件

重要文化財（建造物）の簡易耐震診断 0.38 協同組合　広島県東部設計センター

－

5 個人B 重要文化財（建造物）の簡易耐震診断 0.6 随意契約 －

随意契約

重要文化財（建造物）の簡易耐震診断 0.56 （社）日本建築学会関東支部　山梨支所

0.6

随意契約3 ＡＴＯＭ設計室 重要文化財（建造物）の簡易耐震診断 0.6 －

2 （有）元廣建築設計事務所重要文化財（建造物）の簡易耐震診断 0.8 随意契約 －

4 個人A 重要文化財（建造物）の簡易耐震診断

支　出　先 業　務　概　要

7 （株）新広島設計 重要文化財（建造物）の簡易耐震診断 0.4


